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高齢化の進行と金融機関の役割　渡辺博史氏

国際通貨研究所理事長

日本は高齢人口の絶対数が増え、全国民に対する比率も高まっている。さらに、政治的にも
圧倒的な力を保持してシルバーデモクラシーに移行するなど、我々は世界的に経験したこと
のない局面に入っている。

日本に限らず、北東アジアでは急速な高齢化が進行している。隣国である中国との大きな差
は、高齢人口が有する資産の金額である。今や個人金融資産は2000兆円になんなんとする。
50歳代以上の保有分は、その7割を超えるという。50歳代を「高齢者」のくくりに入れるの
はおかしいが、70歳代以上が3割超を持っているのも事実だ。

将来の年金受給への不安もあって、高齢者の貯蓄率は
想定ほどには下がらない。消費も抑制的に推移してい
る。高齢者の保有する貯蓄は、引き続き微増を続ける
だろう。

若年世代への有意義な移転策をさらに考える必要があ
るとともに、高齢者が保有する資産の管理、運用の劣
化の問題が重要になる。自動更新設定が行われていな
い金融商品の償還期・満期時点の対応不能や、引き出
し・解約といった際のパスワード逸失（記憶喪失）は
当然のように起こる。認知症の人が保有する有価証券
の比率は将来、全体の15%になるとされるが、株式
であれば株主意思の表明は期待し難く、債券であれば
乗り換え、利子の再投資といった対応が行われなくな
る。

このような問題に対処すべく、金融機関は高齢者が保
有する資産の予防的な管理運用に、早くしかも強く関与する必要がある。

その際、高齢者対応への規制が厳しいという声が出るだろうが、これも考え方を改めなけれ
ばいけない。

最近の報道によると、和装業者が90歳代の高齢者に総額5000万円超の商品を無理やり売り
つけ、摘発されたという。高齢者の判断力の低下を巡る問題は今後増加していく。金融商品
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の場合、80歳以上の高齢者に対しては家族の立ち会いがなければ勧誘当日の販売はできな
い。個人投資家を保護することは当然だが、同時にキチンと記録を残せば、金融業者自身を
保護することにもなる。

金融以外の商品販売に関して、ある業者から次のような話を聞いた。

数十年にわたる得意客が、ある商品を買った後に同じ商品を買うことがあるという。商品の
種類にもよるが、「既にお買い求めいただいています」とは言いにくい。3つ、4つと重なれ
ば「絶対おかしい」と思うものの、当人に説明するのは簡単なことではない。同居の家族が
いれば、相談に行くこともあるが、家庭の事情によってはそれもためらわれるそうだ。そん
な悩みを抱えていたある日、その得意客の訃報が届いた。直後に遺族から「同じものをいく
つも売りつけて。悪徳商人だ」と詰問されたという。

金融商品の販売に関する現行の規制は、そうした状況が発生することを予防することにもつ
ながっている。

規制を「負担だ」「重荷だ」「制約だ」とだけ、思うことなく、その機能を改めて確認し、
有効に業務に反映していくことが望まれる。
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